
○事業数は対前年度 １事業増

○決算規模は対前年度 １．１％減

○法適用企業の累積欠損金は対前年度 ３，７６２百万円（６％）増

○法適用企業の不良債務は対前年度 ２，２６６百万円（１３．４％）増

○病院事業、下水道事業など経営状況は厳しさを増している。

○資金不足が生じている事業数は３０事業

　１　事業数

　　　平成１９年３月３１日現在における青森県内の地方公共団体（県除く）が経営する地方公営企業の総事

　　業数は、２０３事業（ⅰ法適用企業７０事業、ⅱ法非適用企業１３３事業）で、前年度と比べて１事業の

　　増となっています。

　　表－１〈事業数の増減〉

※病院事業においては、昨年まで施設数を表記していたが、事業数に統一。

　　表－２〈経営主体別事業数の状況〉

※簡易水道事業欄の（　）は、上水道事業に含まれている法適用簡易水道事業数。

総事業数

介護サービス事業

観光施設事業

宅地造成事業

その他

上水道事業

病院事業

交通事業

下水道事業

133 203

12 12

合      計 29 51 31 79 10 3 70

4 4

介護サービス事業 - 3 - 6 - 3 -

9 9

駐車場整備事業 - 4 - - - - -

3 3

宅地造成事業 - 4 - 5 - - -

3 3

その他観光 - 2 - 1 - - -

1 - - -索道 - 2 -

- - 4 4

- 10 10

休養宿泊 - 2 - 2 -

1 1 2

観光施設事業 - 6 - 4 - -

- 5 5

と畜場事業 - 1 - - 1 -

- 2 2

市場事業 - 4 - 1 - -

1 1 2

特定地域生活排水 - 1 - 1 - -

1 - 1

小規模排水処理 1 1 - - - -

- 8 8

簡易排水 1 - - - - -

3 24 27

漁業集落排水 - 2 - 6 - -

2 14 16

農業集落排水 2 8 1 16 - -

4 25 29

特定環境下水 2 5 - 9 - -

74 85

公共下水道 3 8 1 17 - -

- 26

下水道事業 9 25 2 49 - - 11

- 2

病院事業 9 - 13 - 4 - 26

- 1

交通事業 2 - - - - - 2

18 18

工業用水道事業 1 - - - - - 1

- 29

簡易水道事業 (4) 4 (4) 14 (1) - (9)

法適用 法非適用

上水道事業 8 - 16 - 5 - 29

合計 合計

適用区分

事業区分 法適用 法非適用 法適用 法非適用 法適用 法非適用

経営主体別 市 町村 組合等

12

203 202 1

12 0

9 8 1

10 10 0

12 11 1

18 0

85 85 0

簡易水道事業 18

26 26 0

29 30

2 2 0

△ 1

　平成１８年度地方公営企業会計決算について（見込み）

平成１８年度 平成１７年度 増減数区　　　分

＜ポイント＞
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　　　地方公共団体が行っている事業で、主として当該事業の経費をその経営に伴う収入をもって充てるも

　　ののうち、

　　ⅰ）法適用企業とは・・・企業経営のための組織、財務、職員の身分の取扱等に関する事項を定めてい

　　　る地方公営企業法の全部又は財務規定等の一部を適用している事業をいい、一般企業に準じた会計処

　　　理がなされています。具体的には、上水道事業や交通事業、病院事業などがあります。

　　ⅱ）法非適用企業とは・・・地方公営企業法の規定を適用していない事業で、官庁会計により処理され

　　　ます。なお、これらの法非適用企業も条例で定めて、地方公営企業法を適用することができます。

　２　職員数

    　平成１８年度において地方公営企業に従事する職員数は、７，０５１人（法適用企業６，３２２人、

    法非適用企業７２９人）で、前年度の７，１０４人に比べ５３人、０．７％の減少となっています。

　　表－３〈職員数の状況〉

　　※「職員数」は、平成１９年３月３１日時点での常時雇用職員数としています。また、共通職員（例え

　　ば企業局総務課職員）及び兼務職員等における会計間の区分については、当該職員の所掌事務、給与の

　　負担状況により区分しています。

　３　決算規模

　　　平成１８年度の決算規模は、２，２６６億７５百万円（法適用企業１，５６８億７４百万円、法非適

　　用企業６９８億１百万円）で、前年度の２，２９２億６百万円（法適用企業１，５３８億９７百万円、

　　法非適用企業７５３億９百万円）に比べ２５億３１百万円、１．１％の減となっています。

　　　事業別にみると、病院事業については病院の改築等に伴う建設改良費の増加により昨年度を上回って

　　います。法適用の下水道事業で増加しているのは、２事業が法非適用から移行したことによるものです。

　　法非適用の下水道事業については、建設投資額の圧縮により、昨年度を大きく下回っています。

　　表－４〈地方公営企業の決算規模〉

（単位：百万円、％）

△ 1.1合　　　　　計 226,675 229,206 △ 2,531

0.8

計 69,801 75,309 △ 5,508 △ 7.3

介 護 サ ー ビ ス 事業 2,280 2,262 18

△ 8.0

駐 車 場 整 備 事 業 551 583 △ 32 △ 5.5

下 水 道 事 業 57,405 62,422 △ 5,017

△ 9.4

宅 地 造 成 事 業 2,003 2,167 △ 164 △ 7.6

観 光 施 設 事 業 2,737 3,021 △ 284

△ 111 △ 6.8

と 畜 場 事 業 559 614 △ 55 △ 9.0

1.9

法
非
適
用
企
業

簡 易 水 道 事 業 2,748 2,611 137 5.2

市 場 事 業 1,518 1,629

計 156,874 153,897 2,977

13.1

そ の 他 702 691 11 1.6

下 水 道 事 業 7,257 6,416 841

5,931 90 1.5

病 院 事 業 98,593 96,616 1,977 2.0

増減率
事業名

法
適
用
企
業

上 水 道 事 業 44,301 44,243 58 0.1

交 通 事 業 6,021

年度
平成１８年度 平成１７年度 増減額

総 職 員 数 7,051 7,104 △ 53

そ の 他 66 67 △ 1

と 畜 場 事 業 18 21 △ 3

観 光 施 設 事 業 6 10 △ 4

介 護 サ ー ビ ス 事業 221 225 △ 4

簡 易 水 道 事 業 32 28 4

下 水 道 事 業 439 466 △ 27

病 院 事 業 5,157 5,180 △ 23

交 通 事 業 406 388 18

上 水 道 事 業 706 719 △ 13

（単位：人）

区　　　　分 平成１８年度 平成１７年度 増減数
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　　　さらに、決算規模を、通常の営業活動を示す収益的支出（総費用）と、建設投資規模を示す資本的支出に

　　分けてみると、その状況は表―５のとおりとなっています。

　　表－５〈決算規模の構成〉

   （単位：百万円、％）

　　※水道事業は、上水道事業と簡易水道事業を合算したものです。

　　※支出決算規模は、総費用に資本的支出を加え、法適用企業にあっては減価償却費を除き、法非適用企

　　業にあっては積立金及び繰上充用金を加えたものです。

　　図－１＜事業別支出決算規模＞

　　　事業別にみると、病院事業が９８５億９３百万円で全体の４３．５％を占め、次いで下水道事業が６４

　　６億６２百万円（２８．５％）、水道事業４７０億４９百万円（２０．７％）となっており、これら３事

　　業で全体の９２．７％を占めています。

　　　通常の営業活動の規模を示す収益的支出の金額では、病院事業、水道事業、下水道事業の順となってい

　　ます。資本的支出の金額では、建設の初期投資段階にある事業が多い下水道事業の規模が大きく、次いで

　　水道事業、病院事業となっています。

　４　建設投資額

　　　平成１８年度の建設投資額は４５２億４８百万円で、前年度に比べ９億５９百万円、２．１％の減と

　　なっています。建設投資額が最も大きな事業は、下水道事業の２５８億６５百万円で、全体の５７．２

　　％です。次いで水道事業で、１２９億８８百万円（２８．７％）、病院事業５６億６９百万円（１２．

　　５％）となっています。

　　　事業別にみると、病院事業で十和田市の十和田市立中央病院の改築工事が本格化したことに伴い増加

　　し、下水道事業（法非適用）では、青森市の建設投資額の減少が大きな割合を占めています。

100.0 82,256 100.0合 計 226,675 100.0 155,998

1.3 160 0.2

そ の 他 1,261 0.6 1,129 0.7 209 0.3

介 護 サ ー ビ ス 事 業 2,280 1.0 1,994

0.0 514 0.6

駐 車 場 整 備 事 業 551 0.2 349 0.2 203 0.2

宅 地 造 成 事 業 2,003 0.9 24

0.7 382 0.5

観 光 施 設 事 業 2,737 1.2 722 0.5 179 0.2

市 場 事 業 1,518 0.7 1,136

59.0 10,951 13.3

下 水 道 事 業 64,662 28.5 21,155 13.6 44,640 54.3

病 院 事 業 98,593 43.5 92,093

20.7 23,876 29.0

交 通 事 業 6,021 2.7 5,088 3.3 1,142 1.4

水 道 事 業 47,049 20.7 32,308

事業名 構成比 構成比 構成比

区分 支出決算規模 総費用 資本的支出

平成１８年度　事業別支出決算規模

下水道事業
28.5%

宅地造成事業
0.9%

観光施設事業
1.2%

市場事業
0.7%

駐車場整備事業
0.2%

介護サービス事業
1.0%

その他
0.6%

水道事業
20.7%

交通事業
2.7%

病院事業
43.5%

水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

市場事業

観光施設事業

宅地造成事業

駐車場整備事業

介護サービス事業

その他

総事業決算規模
226,675百万円
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　　表－６＜事業別建設投資額＞

　　図－２＜事業別建設投資額＞

　５　法適用企業の経営状況

　　（１）収益的収支　

　　　　企業の経営活動によって純利益を生じた事業数は、法適用企業７０事業（前年度６９事業）中３１事

　　　業（前年度３３事業）で、その額は２６億６５百万円（前年度３１億９８百万円）で、前年度に比べ５

　　　億３３百万円、１６．７％減となっています。一方、純損失を生じた事業数は３８事業（前年度３６事

　　　業）で、その額は７５億１８百万円（前年度５９億６５百万円）で、前年度に比べ１５億５３百万円、

　　　２６．０％増となっています。純利益の最も多い事業は上水道事業で、６８．６％を占めています。

　　　また、純損失の最も多い事業は病院事業で、全体の７６．６％を占めています。　

　　　　病院事業及び下水道事業においては、昨年度に引き続き純損失が大きく増加しており、大変厳しい経

　　　営状況となっています。

63.6 △ 4,204 △ 14.3

合　　　　　計 45,248 100.0 46,207 100.0 △ 959 △ 2.1

計 25,187 55.7 29,391

0.0 2 皆増

介 護 サ ー ビ ス 事業 7 0.0 0 0.0 7 皆増

駐 車 場 整 備 事 業 2 0.0 0

1.3 △ 171 △ 28.7

下 水 道 事 業 23,643 52.3 27,402 59.3 △ 3,759 △ 13.7

宅 地 造 成 事 業 425 0.9 596

0.0 △ 5 △ 45.5

観 光 施 設 事 業 34 0.1 278 0.6 △ 244 △ 87.8

と 畜 場 事 業 6 0.0 11

△ 8.9

市 場 事 業 89 0.2 27 0.1 62 229.6

36.4 3,245 19.3

法
非
適
用
企
業

簡 易 水 道 事 業 981 2.2 1,077 2.3 △ 96

計 20,061 44.3 16,816

3.9 398 21.8

そ の 他 39 0.1 37 0.1 2 5.4

下 水 道 事 業 2,222 4.9 1,824

2,669 5.8 3,000 112.4

135 0.3 △ 11 △ 8.1

12,151 26.3 △ 144 △ 1.2
法
適
用
企
業

上 水 道 事 業 12,007 26.5

交 通 事 業 124 0.3

病 院 事 業 5,669 12.5

   （単位：百万円、％）

年度 平成１８年度 平成１７年度
増減額 増減率

事業名 構成比率 構成比率

平成１８年度　建設投資額

下水道事業
57.2%

水道事業
28.7%

交通事業
0.3%

病院事業
12.5%

宅地造成事業
0.9%

その他
0.4%

水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

宅地造成事業

その他

総建設投資額
45,248百万円
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　　表－７＜事業別損益（法適用企業）＞

　　図－３＜事業別損益（法適用企業）＞

　　　また、経常収益（営業収益＋営業外収益）は全体で１，２６６億２７百万円（前年度１，２８９億１百

 　 万円）、経常費用（営業費用＋営業外費用）は１，３２６億７５百万円（１，３２８億３３百万円）とな

 　 っており、経常収支は６０億４８百万円（前年度３９億３２百万円）の赤字となっています。経常収支比

　　　率は、９５．４％（前年度９７．０％）となっています。

　　　　事業別にみると、病院事業と下水道事業の赤字幅が前年度に比べ増加しています。

　　表－８＜事業別経常収支（法適用企業）＞

　　（２）累積欠損金

　　　　累積欠損金の総額は、６６２億８１百万円で前年度の６２５億１９百万円に比べ３７億６２百万円、

　　　６．０％の増となっています。

　　　　法適用企業のうち累積欠損金の多い事業は病院事業（５７９億９４百万円）で、全体に占める割合

　　　は８７．５％です。次いで、下水道事業（５８億８３百万円、８．９％）、交通事業（１３億７２百

　　　万円、２．１％）の順となっています。

104.2

合 計 126,627 132,675 △ 6,048 95.4

そ の 他 698 670 28

93.7

下 水 道 事 業 2,421 3,751 △ 1,330 64.5

交 通 事 業 4,767 5,089 △ 322

105.9

病 院 事 業 85,695 91,960 △ 6,265 93.2

上 水 道 事 業 33,046 31,205 1,841

26.0

   （単位：百万円、％）

経常収益 経常費用 経常収支 経常収支比率

5,965 △ 533 1,553 △ 16.7合 計 2,665 7,518 3,198

2 △ 15 皆増 皆減2 0 0 15

△ 73 417 △ 57.5 47.054 1,305 127 888

15 0 136.4 －26 0 11 0

16 350 123.1 皆増29 350 13 0

121 806 20.0 16.3725 5,761 604 4,955

△ 614 △ 5 △ 25.1 △ 4.71,829 102 2,443 107

純利益 純損失 純利益 純損失純利益 純損失 純利益 純損失

(単位：百万円、％）

平成１８年度 平成１７年度 増減額 増減率

事業名

年度

上 水 道 事 業

病 院 事 業

交 通 事 業

工 業 用 水 道 事 業

下 水 道 事 業

と 畜 事 業

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

単位：百万円

事業別損益（法適用企業）

純利益

純損失

純利益 1,829 725 29 26 54 2

純損失 102 5,761 350 0 1,305 0

上水道事業 病院事業 交通事業 工業用水道事業 下水道事業 と畜事業

21事業

20事業

7事業

6事業

1事業 1事業 0事業

10事業

1事業 0事業

1事業

1事業
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　　表－９＜累積欠損金の推移（法適用企業）＞

　　図－４＜累積欠損金の推移（法適用企業）＞

　　※累積欠損金

　　　営業活動の結果生じた欠損金については、前年度からの繰越利益があればその利益をもって補てんし、

　　なお残額があるときは利益積立金がある場合は、これによって補てんします。それでもまだ、欠損金に

　　残額がある場合は議会の議決を経て資本剰余金をもって補てんすることができます。これらの補てんを

　　行ってもなお、未処理欠損金がある場合は、これを繰り越すこととなり、これが複数多年度にわたって

　　累積したものを累積欠損金といいます。

　　（３）不良債務

　　　　法適用企業の不良債務は１９２億３６百万円（前年度１６９億７０百万円）で、前年度に比べて２２

　　　億６６百万円、１３．４％増加しています。病院事業が不良債務全体の８１．４％を占めています。

　　　　事業別には、病院事業については、第５次病院事業経営健全化計画に基づき、計画的に不良債務の解

　　　消を図っている病院がある一方で、それ以外の病院の不良債務が大きく増加しています。また、下水道

　　　事業については、繰入金不足が不良債務を増加させる要因の一つとなっています。

　　表－１０＜不良債務の推移（法適用企業）＞

13.415,727 11.1 16,970 7.910.8

△ 13.6 2,051 △ 0.6

14,161 2.1 19,236

皆増 1,528- 1,085- - 18.818.51,286

15,657 14.9

交 通 事 業 2,715 7.4 2,491 △ 8.3 2,388 △ 4.1 2,063

対前年比

病 院 事 業 11,155 11.7 11,670 4.6 12,254 5.0 13,621 11.2

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

   （単位：百万円、％）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

5.3 65,692 △ 4.5 62,519 △ 4.8

6.6 242 △ 0.8

66,281 6.0合 計 65,292 5.8 68,753

40.0

そ の 他 188 35.3 216 14.9 229 6.0 244

下 水 道 事 業 873 6.1 971 11.2 3,980 309.9 4,202 5.6

1,060 △ 39.0 1,372

5,883

29.4

57,994 3.7

交 通 事 業 1,848 1.5 1,757 △ 4.9 1,739 △ 1.0

病 院 事 業 61,062 6.4 64,362 5.4 58,476 △ 9.1 55,933 △ 4.3

1,080 △ 14.8 790上 水 道 事 業 1,321 △ 13.4 1,447 9.5 1,268 △ 12.4

(単位：百万円、％）

平成１７年度 平成１８年度

△ 26.9

対前年度比 対前年度比

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

対前年度比 対前年度比 対前年度比

年度

事業名

年度

事業名

合 計 13,870

下 水 道 事 業 -

1,321

61,062

1,848
873

188

1,447

64,362

1,757
971

216

1,268

58,476

1,739

3,980

229

1,080

55,933

1,060
4,202

244

790

57,994

1,372

5,883

242

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

累積欠損金の推移（法適用企業）

その他

下水道事業

交通事業

病院事業

上水道事業

（単位：百万円）
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　　図－５＜不良債務の推移（法適用企業）＞

　　※不良債務は、企業がどのような経営状況にあるかを判断する基準の一つで、流動資産（現金など）か

　　ら流動負債（未払い金や一時借入金など）を差し引いたものです。

　　　不良債務が発生しているということは、その企業の支払い能力を超える債務があるという状態です。

　　（４）他会計繰入金

　　　　一般会計から公営企業会計に対する繰入金は１７０億９８百万円（前年度１８０億３百万円）と

　　　なっており、前年度に比べ９億５百万円、５．０％の減となっています。

　　　　法適用企業の中で繰入金が多いのは病院事業の１０８億２６百万円で、繰入総額に占める割合も、

　　　６３．３％となっています。

　　表－１１＜事業別他会計繰入金の状況（法適用企業）＞

　　図－６＜事業別他会計繰入金の状況（法適用企業）＞

△ 4.7

25.0

計 17,098 11,573 5,525 18,003 12,203 5,800 △ 5.0 △ 5.2

12.4

そ の 他 56 46 10 59 51 8 △ 5.1 △ 9.8

1,193.5

下水道事業 2,162 1,089 1,073 2,324 1,369 955 △ 7.0 △ 20.5

△ 22.9

交 通 事 業 1,446 851 595 1,182 1,136 46 22.3 △ 25.1

△ 11.8

病 院 事 業 10,826 8,184 2,642 11,719 8,294 3,425 △ 7.6 △ 1.3

資本的収入分

上水道事業 2,608 1,403 1,205 2,719 1,353 1,366 △ 4.1 3.7

資本的収入分 収益的収入分 資本的収入分 収益的収入分

   （単位：百万円、％）

平成１８年度 平成１７年度 前年度比年度

事業名 収益的収入分

11,155

2,715

0

11,670

2,491

0

12,254

2,388

1,085

13,621

2,063

1,286

15,657

2,051
1,528

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

不良債務の推移（法適用企業）

病院事業 交通事業 下水道事業

（単位：百万円）

1,403 1,205

8,184

2,642

851
595

1,089 1,073

46 10

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

単位：百万円

上水道事業 病院事業 交通事業 下水道事業 その他

他会計繰入金（法適用企業）

収益的収入分 資本的収入分
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　　※地方公営企業の経営原則と他会計繰入金

　　　地方公営企業においては、経営に伴う収入をもってその経費に充てることが原則です。しかし、地方

    公営企業は一般に公共性が極めて強く地方公共団体によって経営されていることから、本来地方公共団

    体の一般行政事務と考えられるような仕事を公営企業に行わせたり、もともと採算を取ることが困難で

　　あり企業ベースには乗らないような活動でも公共的な必要があるという理由によって採算を度外視して

    も実施しなければならない場合があります。このような活動に伴う経費については地方公共団体の一般

    会計において負担すべきこととし、一般会計から繰入金として繰入しています。

    ※上記、他会計繰入金には他会計借入金、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいます。

　６　法非適用企業の経営状況

　　（１）収益的収支、資本的収支

　　　　地方公営企業法を適用せずに官庁会計方式による会計処理を行っているいわゆる法非適用企業の収

　　　益的収支は、総収益２６７億７８百万円（前年度２８９億４百万円）に対して総費用２３０億６５百

　　　万円（前年度２３７億３４百万円）で、差引３７億１３百万円（昨年度５１億７０百万円）の黒字と

　　　なっています。一方、資本的収支は、３７２億３０百万円（前年度４１８億１１百万円）の収入に対

　　　して４２９億９６百万円（前年度４７８億９３百万円）の支出で、差引５７億６６百万円（前年度６

　　　０億８２百万円）の赤字となっています。

　　表－１２＜収益的収支、資本的収支（法非適用企業）＞

　　（２）実質収支

　　　　法非適用企業のうち実質収支で黒字を生じた事業数は法非適用企業１３３事業（前年度１３３事業）

　　　中１２３事業（前年度１２１事業）で、その額は６億２１百万円（前年度６億５２百万円）で、前年

　　　度に比べ３１百万円、４．８％減となっています。一方赤字を生じた事業数は１０事業（前年度１２

　　　事業）で、その額は３６億７７百万円（前年度３４億４６百万円）で、前年度に比べ２億３１百万円、

　　　６．７％増となっています。

　　　　簡易水道事業について、赤字が大幅に増加しているのは平成１８年度から簡易水道となった今別町

　　　が多額の赤字を抱えていたことと、外ヶ浜町の赤字額が増加したことによるものです。

　　表－１３＜事業別実質収支（法非適用企業）＞

下 水 道 事 業

6.73,446 △ 31 231

400.0

148

△ 4.8合 計 621 3,677 652

3 △ 12 12 △ 3.4346 15 358

介 護 サ ー ビ ス 事 業 84 162 94

-

△ 10 14 △ 10.6 9.5

0 1 0 20.0駐 車 場 整 備 事 業 6 0 5

4.1

宅 地 造 成 事 業 1 1,442 26 1,450 △ 25 △ 8 △ 96.2 △ 0.6

1,816 5 74 33.3観 光 施 設 事 業 20 1,890 15

-

と 畜 場 事 業 31 0 22 0 9 0 40.9 -

6.3 479.3

市 場 事 業 32 0 37 0 △ 5 0 △ 13.5

実質収支（赤字） 実質収支（黒字） 実質収支（赤字）

簡 易 水 道 事 業 101 168 95 29 6 139

実質収支（赤字） 実質収支（黒字） 実質収支（赤字） 実質収支（黒字）

(単位：百万円、％）

平成１８年度 平成１７年度 増減額 増減率

△ 5,766 64,008 66,061 △ 2,05323,065 3,713 37,230 42,996

△ 4,913 55,256 57,228 △ 1,97217,398 2,941 34,917 39,830

1

1,999 1,994 5 121 160 △ 39 2,120 2,154 △ 34

203 △ 93 553 552443 349 94 110

△ 37

83 24 59 468 514 △ 46 551 538 13

179 △ 41 864 901726 722 4 138

△ 5

567 459 108 0 62 △ 62 567 521 46

382 △ 211 1,513 1,5181,342 1,136 206 171

支出差引

1,279 983 296 1,305 1,666 △ 361 2,584 2,649 △ 65

総支出 差引 収入総額 支出総額総収益 総費用 差引 総収入

   （単位：百万円）

収益的収支 資本的収支 合計年度

事業名

簡 易 水 道 事 業

市 場 事 業

と 畜 場 事 業

観 光 施 設 事 業

宅 地 造 成 事 業

駐 車 場 整 備 事 業

事業名

介 護 サ ー ビ ス 事業

下 水 道 事 業

合 計

年度

実質収支（黒字）

20,339

26,778
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　　図－７＜事業別実質収支（法非適用企業）＞

（□内数字は事業数）

　　※実質収支とは，収入総額（収益的収入＋資本的収入）から支出総額（収益的支出＋資本的支出）を差

　　し引いて、さらに繰上充用金や繰越財源を差し引いたものです。

　　（３）他会計繰入金

　　　　一般会計から公営企業会計に対する繰入金は、１５６億８８百万円（前年度１８２億５３百万円）

　　　で、前年度に比べ２５億６５百万円、１４．１％減となっています。

　　　　法非適用企業の中で繰入金が多いのは、下水道事業の１３８億７８百万円で、繰入総額に占める割

　　　合も、８８．５％となっています。

　　表－１４＜事業別他会計繰入金の状況（法非適用企業）＞

年度

事業名 収益的収入分

△ 8.0

△ 8.7

合 計 15,688 8,921 6,767 18,311 10,953 7,358 △ 14.3 △ 18.6

10.3

下 水 道 13,878 7,903 5,975 16,353 9,808 6,545 △ 15.1 △ 19.4

12.2

介 護 サ ー ビ ス 291 205 86 243 165 78 19.8 24.2

皆増

駐 車 場 130 20 110 124 26 98 4.8 △ 23.1

△ 51.5

宅 地 造 成 59 28 31 85 85 0 △ 30.6 △ 67.1

－

観 光 施 設 351 220 131 518 248 270 △ 32.2 △ 11.3

18.3

と 畜 場 0 0 0 0 0 0 － －

18.2

市 場 347 263 84 392 321 71 △ 11.5 △ 18.1

資本的収入分

簡 易 水 道 632 282 350 596 300 296 6.0 △ 6.0

収益的収入分 資本的収入分 収益的収入分資本的収入分

(単位：百万円、％）

平成１８年度 平成１７年度 前年度比

0
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1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

単位：百万円

事業別実質収支（法非適用企業） 実質収支（黒字）

実質収支（赤字）

実質収支（黒字） 101 32 31 20 1 6 84 346

実質収支（赤字） 168 0 0 1,890 1,442 0 162 15
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業

観光施設
事業

宅地造成
事業

駐車場整
備事業
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下水道事
業
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2

185

5

1

04
16

73

0

2

0
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　　図－８＜事業別他会計繰入金の状況（法非適用企業）＞

　　※上記、他会計繰入金には他会計借入金、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいます。

７　資金不足額

　　平成１８年度決算で資金の不足額を生じている事業数は、表ー１５のとおりで、病院事業が最も多い

　状況となっています。

表－１５　　資金不足事業数

　　　　※駐車場整備事業及び介護サービス事業を除く。

-　

100.0

61.5

0

16

2

0

2

-　

-　

11.1

4.7

-　

4

0

10

市 場 事 業

観 光 施 設 事 業

宅 地 造 成 事 業

計

9 1

30

11.1

0

5

5

病 院 事 業

下 水 道 事 業

26

簡 易 水 道 事 業

187

18

交 通 事 業

事業数

29

2

50.0

対象事業名

工 業 用 水 道

と 畜 場 事 業

85

1

2

上 水 道 事 業

資金の不足額が
生じている事業数

割合

16.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

単位：百万円

事業別他会計繰入金

収益的収入分

資本的収入分

収益的収入分 282 263 0 220 28 20 205 7,903

資本的収入分 350 84 0 131 31 110 86 5,975

簡易水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場
介護サー
ビス

下水道
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　　　地方債の協議制においては、公営企業が繰越欠損金を有し、資金の不足額が一定割合を超えると、起債にあたり許可を

　要することとなります。

　　特別会計毎に資金不足比率を算定すると、表－１６のとおりとなっています。

表－１６　　資金不足比率

（単位：千円，％）

　 ※1.　資金不足比率は、次の算式により求められます。

法適用・・・（①＋②－③）／④

①　（流動負債の額）－（平成1８年度同意等債で未借入または未発行の額）

②　建設改良費等以外の経費に対する地方債の現在高

③　（流動資産の額）－（平成１９年度に繰り越される支出の財源充当額）

④  （営業収益の額）－（受託工事収益の額）

法非適用・・・（①－②）／③

①　（繰上充用金）＋（支払繰延額）＋（事業繰越額）＋（建設改良費等以外の経費に対する地方債の現在高）

②　未収入特定財源

③　（営業収益に相当する収入額）－（受託工事収益に相当する収入額）

※2．資金不足比率が１０％を超えると、許可公営企業となり、地方債の許可にあたっては、当該団体が策定した

　　公営企業の経営の健全化を図る計画（公営企業経営健全化計画）の内容、その実施状況を勘案し、地方債の

　　発行を許可することとなります。

※3．地方債協議制において、資金不足比率は特別会計を単位に算定されることから、表－１５の事業数

　　とは必ずしも一致しません。

1,706.1

1,250.7

全額資金不足

全額資金不足

152.2

122.9

71.6

498.6

99.3

135.1

56.0

11.4

51.6

367,493

1,442,195

76.0

29.3

18.8

1.3

33.7

7.9

5.7

18.8

193,395

255,357

87,013

334,512

101,885

99,926

68,113

652,679

法非適

法非適

法非適

法非適

法　適

法非適

法非適

法非適

田舎館村

今別町

外ヶ浜町

弘前市

黒石市

大鰐町

青森市

八戸市

事業区分 団体名

十和田市

八戸市

3.7

13.8

弘前市

つがる市

平川市

国民健康保険病院事業会計

 国民健康保険診療施設事業平川病院特別会計

病院事業会計

板柳中央病院事業会計

平内町  国民健康保険平内中央病院事業会計

 鰺ヶ沢町立中央病院事業会計

公立金木病院事業会計

病院事業特別会計

病院事業会計

病院事業会計

 国民健康保険病院事業特別会計

56.9

69.3

217,055

770,234

9.1

1,314,316

111,893

912,175

751,997

46,763

829,308

7,558,573

263,173

86,188

106,490

200,564

991,279

資金不足比率

39.9

むつ市

1,059,457

138,602

1,540,516

1,231,046

982,114

22,617

資金不足額

公立金木病院組合

平川市

五戸町

三戸町

鶴田町

大鰐町

六戸町

下北医療センター

板柳町

鰺ヶ沢町

黒石市

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

9,614,633.3

会計名

青森市自動車運送事業会計

自動車運送事業会計

病院事業会計

市民病院事業会計

病院事業会計

病院事業会計

法非適

法非適

区分

法　適

公共下水道事業会計

下水道事業会計

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

法　適

273.2

2,067.6

水道会計

簡易水道事業特別会計

岩木観光施設事業特別会計

温泉供給事業特別会計

観光施設事業特別会計

 西十和田ユース・ホステル特別会計

温泉事業特別会計

休養施設事業特別会計

用地造成事業会計

交通事業

病院事業

下水道事業

簡易水道事業

観光施設事業

宅地造成事業

病院事業会計

下水道事業会計黒石市
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